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1. はじめに 

 本資料の構成は，以下の 2 項目から成る。 

「Ⅰ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概要」には，使用済燃料乾式貯蔵建屋の

概要を示す。また今回工認においては，既工認から地震応答解析モデルを変

更するため，その内容について「Ⅱ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解

析モデルの既工認からの変更について」に示す。 

 

 

Ⅰ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概要 

Ⅱ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデルの既工認からの 

  変更について 
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Ⅰ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概要 
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  使用済燃料乾式貯蔵建屋の設置位置を第1－1図に示す。 

  使用済燃料乾式貯蔵建屋は，使用済燃料乾式貯蔵容器を24基収納する地上

1階建の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート及び鉄骨造）の建

物である。 

  使用済燃料乾式貯蔵建屋に加わる地震時の水平力は，外周部に配置された

耐震壁と柱及び梁（屋根トラス）からなるフレーム構造で負担する。耐震壁

には，冷却空気取り入れのための開口がある。 

  使用済燃料乾式貯蔵建屋の概要を第1－2図及び第1－3図に示す。 

  使用済燃料乾式貯蔵建屋は，地上1階建で平面が約52 m（南北方向）×約

24 m（東西方向）の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び

鉄骨造）の建物であり，適切に配置された耐震壁で構成された剛な構造とし

ている。 

  使用済燃料乾式貯蔵建屋の基礎は，平面が約60 m（南北方向）×約33 m

（東西方向），厚さ約2.5 m（一部約2.0 m）で，鋼管杭を介して，砂質泥岩

である久米層に岩着している。 
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第1－1図 使用済燃料乾式貯蔵建屋の設置位置 
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（杭伏図：EL.－5.8 m） 

（１階平面図：EL.8.3 m） 

第1－2図 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概要（平面図） 

杭仕様：鋼管杭φ812.8， 

t＝16（SKK400） 

Ａ Ａ

Ｂ

Ｂ

［単位 m］ 

［単位 m］ 
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（ＮＳ方向，Ａ－Ａ断面） 

（ＥＷ方向，Ｂ－Ｂ断面） 

第1－3図 使用済燃料乾式貯蔵建屋の概要（断面図） 

［単位 m］ 

［単位 m］ 
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Ⅱ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の 

地震応答解析モデルの既工認からの変更について 
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1. 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答解析モデルの既工認からの変更

1.1 目的 

 今回工認に用いる使用済燃料乾式貯蔵建屋のＳＲモデルについて検討す

る。使用済燃料乾式貯蔵建屋はＮＳ方向に細長い形状をしている。このよう

な形状であるとＥＷ方向振動に対して，中央部の振動を含め，１本棒モデル

に集約するのは難しい。設計当時は１本棒モデルであるが，３次元ＦＥＭの

１次固有周期（中央部振動の固有周期）に整合するように剛性を設定してい

た。これは，耐震壁の剛性を小さく見積もることであり，クライテリアをせ

ん断ひずみとした場合には保守的な設定と言える。また，設計当時の基準地

震動Ｓ２に対しては，この保守的なモデルを用いても弾性範囲に収まってい

たため，耐震壁の復元力特性を作成していない。 

今回工認では基準地震動ＳＳ入力に対し，非線形領域に入ることが予想さ

れるため，耐震壁の復元力特性を設定する必要がある。 

上記を背景に，ＮＳ方向も含め，より実情に近い建屋の振動性状を評価で

きる耐震壁の復元力特性を考慮した解析モデルを設定することを目的とす

る。 

1.2 今回工認モデルの設定方針 

 地震応答解析モデルは，以下の方針に基づいて，建設当時の工認（以下

「既工認」という。）のモデルから変更する。ＮＳ方向の耐震壁には，金属

キャスク冷却のために大開口が設けられている。既工認モデルでは，開口の

影響を考慮したはり理論による等価剛性を設定しており，既工認モデルで

は，３次元全体ＦＥＭと１次固有周期は整合していたものの，上階の方が下

階よりも剛性が大きく評価されていた。今回は，より詳細に開口の影響を考

慮するために，３次元全体ＦＥＭモデルによる剛性評価を採用することに修

正する。復元力特性は，原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1991
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追補版［社団法人日本電気協会］（以下「ＪＥＡＧ4601-1991 追補版」とい

う。）に基づいて設定する。 

ＥＷ方向の既工認モデルは，「1.1 目的」に記載したように，保守的に１

本棒のモデルを構築していた。基準地震動ＳＳに対する今回工認では，非線

形挙動を精度良く表現するために，妻側耐震壁と耐震壁間のフレーム部をそ

れぞれ１本棒でモデル化し，屋根スラブレベルで屋根スラブ剛性を模擬した

せん断ばねで連結する２本棒多質点系モデルに変更する。 

1.3 既工認との比較 

地震応答解析モデルの変更点を第 1－1 表に示す。 

 既工認では，質点系モデルの基礎底面位置に杭と地盤との動的相互作用を

考慮して評価したばね（水平ばね及び回転ばね）を取り付けてモデル化して

いる。基礎底面ばねは，地盤の成層性と半無限性を考慮した三次元薄層要素

法による加振解に基づく方法により算定している。 

今回工認では，既工認から地盤ばね算出に用いていた三次元薄層要素法を

入力動評価にも用いることにより，杭の拘束効果を考慮した。この入力動の

ことを以下「有効入力動」という。 
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第 1－1 表（1／3） 地震応答解析モデルの変更点（解析条件） 

項目 既工認 今回工認 

材料諸元 

ＲＣ部：ヤング係数Ｅ・せん断弾

性係数Ｇ(従来単位) 

ＲＣ部：ＲＣ－Ｎ規準に基づくヤ

ング係数Ｅ・せん断弾

性係数Ｇ 

モデル

形状※１ 

ＮＳ方向，ＥＷ方向ともに１軸多

質点系モデル 

ＮＳ方向：１軸多質点系モデル 

ＥＷ方向：建屋振動特性を考慮し

た２軸多質点系モデル 

鉛直方向：モデルを新設 

耐震 

剛性※１

ＮＳ方向：剛床仮定に基づいた従

来ベースの弾性剛性を

設定 

ＥＷ方向：３次元ＦＥＭモデルに

より屋根スラブ剛性を

考慮した等価剛性を設

定 

鉛直方向：モデル未設定 

ＮＳ方向：３次元ＦＥＭモデルに

より大開口の影響をよ

り詳細に考慮した等価

剛性を設定 

ＥＷ方向：耐震壁と中間フレーム

部を独立させ，それぞ

れ従来ベースの弾性剛

性を設定 

鉛直方向：耐震壁配置に応じ従来

ベースで剛性を設定

(単スパン集約モデル) 

耐震重量 
積雪荷重を未考慮 積雪荷重 30 cm×0.35 考慮 

(30 tf 増) 
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第 1－1 表（2／3） 地震応答解析モデルの変更点（解析条件） 

項目 既工認 今回工認 

解析手法 

建屋剛性は線形としてモデル化 

(線形応答解析） 

せん断及び曲げの非線形性を考慮

(復元力特性の設定による非線形

応答解析) 

※鉛直方向は線形応答解析

入力 

地震動 

一次元波動論を用いた地盤応答解

析による基礎版底面レベルの応答

波 

三次元薄層要素法による杭の拘束

効果を考慮した有効入力動 

※1：解析モデルの妥当性は，観測記録シミュレーションより確認した。
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第 1－1 表（3／3） 地震応答解析モデルの変更点（解析モデル形状） 

既工認 今回工認 

ＮＳ 

方向 

ＥＷ 

方向 

鉛直 

方向 

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND01
5.80

BSTP

BSBM

8.30
7.05

17.75

29.20

壁EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND12

ND13

BM12

BM13

フレーム

ROCK SWAY

SP01

AXA2

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

RF05 RF04 RF03 RF02 RF01

SPR1

RF05
RF04

RF03
RF02

RF01
要素名

質点名
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【補足資料１】三次元薄層要素法とは 

 三次元薄層要素法とは，弾性地盤における正弦的な波動伝播を求めるのに

際し，地盤を水平な薄層に分割して水平方向には均質な連続体とするが，深

さ方向には分割面で離散的に扱う方法である。即ち，水平方向には弾性波動

論，深さ方向には有限要素法で定式化したのが三次元薄層要素法である。三

次元薄層要素法では，波動伝播の解が解析的に求められるため積分する必要

がなく，計算効率の点で極めて有利となるため，地盤内部に多数の加振源を

有する埋込み基礎や群杭の動的相互作用解析に広く適用されている。 
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【補足資料２】観測記録を用いた応答解析モデルの妥当性検討 

 建屋のモデル化における振動特性評価の妥当性確認として，2011年3月11

日東北地方太平洋沖地震（以下「東北地方太平洋沖地震」という。）時の観

測記録を用いたシミュレーション解析を実施した。 

1. 地震計設置位置

使用済燃料乾式貯蔵建屋には，地震時の基本的な振動性状を把握する目的

で基礎上端と屋根トラス上部に各1台の地震計を設置している。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震計設置位置を第1－1図に示す。 

2. シミュレーション解析結果

既工認での地震応答解析の概要図を第2－1図に，今回の工認での評価の概

要図を第2－2図に示す。観測記録を用いたシミュレーション解析は，既工認

モデルと今回の工認モデルの両方を用いた。

東北地方太平洋沖地震のシミュレーション解析結果として，両者の最大応

答加速度分布の比較を第2－3図に示す。今回工認モデルは既工認モデルとほ

ぼ同等の応答となっており，観測記録に対しては両モデルともに観測記録よ

りも大きい結果となっている。 

 床応答スペクトルの比較を第2－4図に示す。観測記録，既工認モデル及び

今回工認モデルのピークは，ほぼ同じ周期で生じていることから，建屋の剛

性は適切に模擬できているものと考える。 

3. 工認に用いる地震応答解析モデルの妥当性について

使用済燃料乾式貯蔵建屋が細長い形状をしていること等を考慮し，地震応

答解析モデルを既工認から変更したが，東北地方太平洋沖地震のシミュレー

ション解析結果より，既工認モデルと今回工認モデルの観測記録の説明性は

同程度であることを確認した。 

以上の結果を踏まえ，使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震応答計算及び耐震計
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算書に用いる応答解析モデルには，今回工認モデルを用いることとした。 
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(a) 断面図

(b) 1 階（EL. 8.3 m）平面図

第1－1図 使用済燃料乾式貯蔵建屋の地震計設置位置 
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第2－1図 地震応答解析の概要図（既工認） 

Km層

D2g-3層
一次元波動論

による応答解析

D2c-3層

Ag2層

du層

375.8 m

基礎版底面

EL 5.80m▼

解放基盤表面

EL-370.0 m▼

EN

基準地震動2EN

du層：砂丘砂層（砂）

Ag2層：沖積層（礫混じり砂）

D2c-3層：段丘堆積物（シルト）

D2g-3層：段丘堆積物（砂礫）

Km層：久米層（砂質泥岩）

凡例

BSBM
KH

Kθ

ND01

BSTP

ND02

ND03

17.75

EL.(m)

29.20

8.30
7.05

基礎版底面レベルの

応答波(2E)を入力

建屋・杭－地盤連成モデル



４条－別紙９－19 

（水平方向） 

（鉛直方向） 

第2－2図 地震応答解析の概要図（今回工認での評価） 

BSBM KH
Kθ

ND01

BSTP

ND02

ND03

17.75

EL.(m)

29.20

8.30
7.05

375.8 m

BSBM

ND01

BSTP

ND02

ND03

17.75

EL.(m)

29.20

8.30
7.05

375.8 m

Kv

※「【補足資料３】有効入力地震動の適

用性について」を参照

※「【補足資料３】有効入力地震動の適

用性について」を参照
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第2－3図（1／3） 最大応答加速度分布の比較（ＮＳ方向） 

既工認モデル 今回工認モデル

ND01

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

ND01

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

（cm/s２） 
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第2－3図（2／3） 最大応答加速度分布の比較（ＥＷ方向） 

既工認モデル 今回工認モデル

ND01

BSTP

BSBM

壁

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

名

ND12

ND13

BM12

BM13

フレーム

ROCK SWAY

SP01

ND01

BSTP

BSBM

ROCK SWAY

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

今回工認ﾓﾃﾞﾙ･ﾌﾚｰﾑ

今回工認ﾓﾃﾞﾙ･壁

（cm/s２） 
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第2－3図（3／3） 最大応答加速度分布の比較（上下方向） 

EL.(m) 観測

cm/s2 cm/s2 cm/s2 cm/s2 cm/s2 cm/s2 cm/s2

29.2 358 539 662 793 915 1094 653

17.75 321 - - - - - -

8.3 283 - - - - - 236

UD方向

H29モデル

ND03
RF05
RF04
RF03
RF02
RF01

0 300 600 900 1200

H29モデル

観測

AXA2

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

RF05 RF04 RF03 RF02 RF01

SPR1

RF05
RF04

RF03
RF02

RF01
要素名

質点名

今回工認モデル

今回工認モデル
今回工認モデル

上下 

（cm/s２） 
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第2－4図（1／3） 床応答スペクトルの比較（ＮＳ方向，ｈ＝5％） 
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第2－4図（2／3） 床応答スペクトルの比較（ＥＷ方向，ｈ＝5％） 
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第2－4図（3／3） 床応答スペクトルの比較（上下方向，ｈ＝5％） 

 

 

 

AXA2

ND01
 5.80

BSTP

BSBM

 8.30
 7.05

17.75

29.20

EL.(m)

ND02

ND03

BM02

BM03

質点名

要素名

RF05 RF04 RF03 RF02 RF01

SPR1

RF05
RF04

RF03
RF02

RF01
要素名

質点名

今回工認モデル
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【補足資料３】有効入力動の適用性について 

1.  既工認と今回工認における地盤ばね及び入力地震動算出方法の比較 

既工認では，杭を考慮した地盤ばね算出に三次元薄層要素法を用いていた

が，建屋地震応答解析モデルへの入力動には基礎版底面レベルにおける露頭

波を用いていた。三次元薄層要素法とは，水平方向には弾性波動論，深さ方

向には有限要素法で定式化した解析手法である。 

今回工認では，入力地震動評価にも同手法により杭の拘束効果を考慮した

基礎版底面レベルにおける有効入力動を用いることにより，地盤ばねの設定

との整合を図り，より実状に近い評価とする。第1－1図に既工認と今回工認

における地盤ばね及び入力地震動算出方法の比較を示す。 

 

第1－1図 既工認と今回工認における地盤ばね及び入力地震動算出方法の比較 
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４条－別紙９－27 

2. 三次元薄層要素法による杭の拘束効果を考慮した有効入力動の算出方法 

  一次元波動論から算出される自由地盤地震動に三次元薄層要素法により算

出した伝達関数比率を乗じて杭の拘束効果を考慮した有効入力動を算出す

る。算出方法を第2－1図に示す。 

  

 

第2－1図 三次元薄層要素法による有効入力動の算出方法 
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3. 三次元薄層要素法の妥当性確認 

三次元薄層要素法による有効入力動の妥当性を規格基準等の記載より確認

した。規格基準等には，杭基礎の拘束効果を考慮した有効入力動を設定する

こと及びその評価に三次元薄層要素法が用いられることが示されている。確

認した規格基準等の抜粋を「補足資料４ 規格基準等での有効入力動に関す

る記載」に示す。 

また，三次元薄層要素法の妥当性を確認するため，三次元薄層要素法及び

一次元波動論より算定した自由地盤の伝達関数を比較した。地盤物性はＳＳ

－Ｄ１Ｈによる等価物性を代表として用いた。第3－1図に比較対象概要図，

第3－2図に一次元波動論及び三次元薄層要素法による自由地盤の伝達関数を

比較して示す。両者同様な結果が得られていることから三次元薄層要素法の

妥当性を確認した。 

 

 

 

      

 

 

第3－1図 比較対象概要図 

三次元薄層要素法による 

自由地盤の伝達関数 ＴＳ 

一次元波動論による 

自由地盤の伝達関数 ＴＳ0 

Ｔ
Ｓ

 Ｔ
Ｓ0 

単位振幅 単位振幅 
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第3－2図 自由地盤伝達関数の比較 

  

   ：三次元薄層要素法 
   ：一次元波動論 
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4. 杭の拘束効果を考慮した有効入力動の適用性の検討 

  使用済燃料乾式貯蔵建屋への杭の拘束効果を考慮した有効入力動の適用性

を確認するため，東北地方太平洋沖地震の観測記録を用いたシミュレーショ

ン解析を行った。地震観測記録と有効入力動を用いた解析結果の基礎上の床

応答スペクトルの比較を第4－1図に示す。 

  有効入力動を用いた解析結果は，建屋の１次固有周期近傍で観測記録より

大きいことより，使用済燃料乾式貯蔵建屋への杭の拘束効果を考慮した有効

入力動の適用性を確認した。 
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第4－1図（1／3） 床応答スペクトルの比較 

（ＮＳ方向，ｈ＝5％） 
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第4－1図（2／3） 床応答スペクトルの比較 

（ＥＷ方向，ｈ＝5％） 
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第 4－1 図（3／3） 床応答スペクトルの比較（上下方向，ｈ＝5％） 
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5. 基準地震動ＳＳに対する有効入力動と自由地盤地震動の比較 

  基準地震動ＳＳに対する杭の拘束効果を考慮した有効入力動を既工認手法

による自由地盤地震動と比較を行った。比較は代表として基準地震動ＳＳ－

Ｄ１Ｈに対して行った。 

第5－1図に一次元波動論により算定した自由地盤地震動ＸＳの加速度応答

スペクトルを示す。三次元薄層要素法により算定した自由地盤の伝達関数Ｔ

Ｓ，杭拘束考慮の伝達関数ＴＦを第5－2図，第5－3図にそれぞれ示す。また，

ＴＳに対するＴＦの比を第5－4図に示す。最終的に算定された，ＮＳ方向及び

ＥＷ方向の有効入力動の加速度応答スペクトルを自由地盤地震動の加速度応

答スペクトルと比較して第5－5図に示す。 

杭の拘束効果を考慮した有効入力動は自由地盤地震動よりやや小さいこと

を確認した。 
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第5－1図 自由地盤地震動（ＸＳ）の加速度応答スペクトル 

（ＳＳ－Ｄ１Ｈ，ｈ＝5％） 

 

 

第5－2図 自由地盤伝達関数（ＴＳ） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

第5－3図 杭拘束考慮の伝達関数（ＴＦ） 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

第5－4図 ＴＳに対するＴＦの比 
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(a) ＮＳ方向 

 

 

(b) ＥＷ方向 

第 5－5 図 加速度応答スペクトルの比較（ｈ＝5％） 
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【補足資料４】規格基準等での有効入力動に関する記載 

1. ＪＥＡＧ4616-2003 乾式キャスク貯蔵建屋基礎構造の設計に関する技術指

針（日本電気協会，2003） 
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2. ＪＥＡＣ4616-2009 乾式キャスクを用いる使用済燃料中間貯蔵建屋の基 

礎構造の設計に関する技術規程（日本電気協会，2010） 
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3. 入門・建物と地盤との動的相互作用（日本建築学会，1996） 
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４条－別紙９－43 
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4. 建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計（日本建築学

会，2006） 
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